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Ⅰ 社会福祉士修学資金貸付制度について 
 

１ 目的 

  この資金は、社会福祉士指定養成施設等に在学し、社会福祉士の資格の取得を目

指す学生に対し修学資金を貸付けることにより、その修学を容易にし、質の高い社

会福祉士の養成確保に資することを目的としています。 

 

２ 実施主体 

  社会福祉法人 宮城県社会福祉協議会（以下「県社協」という。）が行います。 

 

３ 貸付条件 

 （１）貸付対象者 

    養成施設等（※）に在学し、卒業後、宮城県内において介護・相談援助業務

等に従事しようとする方で、次の①又は②のいずれかに該当する方で、家庭の

経済状況等から貸付が必要と認められる方です。 

   ①学業成績等が優秀と認められる方 

   ②卒業後、社会福祉士資格取得に向けた向学心があると認められる方 

    ※養成施設等とは、社会福祉士については社会福祉士及び介護福祉士法（昭

和 62 年法律第 30 号）第 7 条第２号若しくは第３号、介護福祉士につい

ては同法第 39 条第１号から第３号までの規定に基づき文部科学大臣及び

厚生労働大臣の指定した学校又は都道府県知事の指定した養成施設を指し

ます。（別表１参照） 

   ③他の都道府県の本資金を借り受けていない方。 

 ※職業訓練として社会福祉士指定養成施設に在学している場合は、貸付対象 

外となります。 

 ※教育訓練給付制度（雇用保険法）を利用して社会福祉士指定養成施設へ在 

学している場合も、併用できません。 

 

 （２）貸付期間 

    原則として、養成施設等に在学する正規の修学期間とします。 

 （３）貸付内容 

    貸付金額は、下記の金額を上限とします。 

    ①修学資金月額     50，000 円 

    ②入学準備金      200，000 円（初回の貸付時） 

    ③就職準備金      200，000 円（最終回の貸付時） 

     ※貸付申請時に生活保護受給世帯又はこれに準ずる経済状況にある世帯の

方については、生活費の一部に充当できる生活費を加算することができ

ます。加算額の上限は、貸付対象者の貸付申請時の年齢及び居住地に対

応する区分により異なりますが、30，000 円から 40，000 円程度で

す。 

 （４）貸付利子 

    貸付利子は無利子です。ただし、返還期限を過ぎた場合は年３％の延滞利子

を徴収します。 

 （５）連帯保証人 

    ①連帯保証人は、１名必要です。 
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    ②連帯保証人は、個人又は法人でも可能です。連帯保証人が個人の場合は、

日本国籍を有する者、もしくは外国籍の方であれば、永住者又は特別永住

者の在住資格持つ者とし、返還債務を負担することができる資力を有する

こと。 

 

    ③法人の場合は、以下の（ア）～（エ）を添付してください。 

    （ア）履歴事項全部証明書（3 か月以内に取得した原本） 

    （イ）印鑑登録証明書（法人代表者のもので、3 か月以内に取得した原本） 

    （ウ）連帯保証の意思決定を行ったことがわかる記録（法人の議決機関の議

事録等） 

    （エ）直近の決算書類（貸借対照表、資金収支計算書、事業活動計算書、ま

たは損益計算書等） 

    ④連帯保証人は、貸付を受けた方が貸付金の返還を行わない場合は、すべて

の返還義務を負担していただきます。 

    ⑤法人において、資産額の範囲内で複数の修学生の保証人となることには差

し支えありません。 

 

４ 申請手続き 

  申請に必要な書類は、次のとおりです。 

 （１）介護福祉士修学資金等借入申請書（様式第 1 号） 

 （２）養成施設の長の推薦書（様式第２号） 

 （３）申請者及び連帯保証人の世帯全員の記載のある住民票（記載事項の省略のな 

いもの、マイナンバーは不要） 

 （４）個人情報取扱同意書（様式第 31 号） 

 （５）申請者が未成年者で、法定代理人が２名存在する場合は、連帯保証人になっ 

ていない方からの同意書（様式第 2８号） 

 （６）養成施設入学時に 45 才以上であり、かつ離職して２年以内の場合は、離職 

証明書。 

 

５ 貸付方法 

 （１）貸付の決定 

    貸付の可否については、貸付審査の上決定し、申請者にその決定を通知いた

します。 

 （２）資金の交付 

   ①月額貸付金は、４月に４～９月の６か月分、10 月に 10～３月の６か月分を

借受者が指定する口座に振り込みます。ただし、貸付決定年次第１回目の資

金交付は８月中旬頃になります。 

   ②入学準備金は、初回交付時に月額貸付金と合わせて交付します。 

   ③就職準備金は、最終回交付時に月額貸付金と合わせて交付します。 

 

６ 貸付契約の解除 

  次のいずれかに該当する場合は、その日が属する月の翌月分以降の修学資金の貸

付を停止します。 

 （１）退学したとき。 

 （２）心身の故障のため修学を継続する見込みがなくなったと認められるとき。 



5 

 （３）学業成績が著しく不良になったと認められるとき。 

 （４）死亡したとき。 

 （５）その他貸付事業の目的を達成する見込みがなくなったと認められるとき。 

 

７ 貸付の休止 

  借受者が、当該養成施設等を休学、又は停学の処分を受けたときは、その翌月か

ら資金の貸付を休止します。 

 

８ 資金の返還 

  借受者は、次のいずれかに該当した場合は、当該事由が生じた日の属する月の翌

月から貸付金の返還をしなければなりません。貸付決定通知書に記載の返還計画を

変更する場合は、返還計画変更申請書（様式第 13 号）を会長に提出してくださ

い。 

 （１）上記６の貸付契約の解除に該当した場合 

 （２）養成施設等を卒業後１年以内に社会福祉士として登録せず、または県内にお 

いて介護・相談援助等の業務に従事しなかったとき。 

 （３）県内において、介護・相談援助等の業務に従事する意思がなくなったとき。 

 （４）介護・相談援助等の業務外の事由により死亡または心身の故障により業務に 

従事できなくなったとき。 

 

９ 資金の返還期間及び方法 

  返還は、返還事由が生じた日の属する月の翌月から始まります。返還期間は、 

１５年（１８０か月）以内で県社協会長が定めた期間内に、一括、月賦又は半年賦

により返還していただきます。 

 

１０ 返還の猶予 

  次に該当する場合は、当該事由が継続する期間、修学資金の返還を猶予すること

ができますので、希望する場合は、関係書類を添えて「返還猶予申請書（様式第 11

号）」又は「業務従事届（様式第２３号）」を提出して下さい。 

 （１）借受者が、修学資金の貸付を中止された後も、引き続き当該養成施設等に在 

学しているとき。 

 （２）借受者が、当該養成施設等を卒業後さらに他種の養成施設等に修学している 

とき。 

 （３）借受者が、当該養成施設等を卒業後、県内において介護・相談援助等の業務 

に従事しているとき。 

 （４）借受者が、災害、疾病、負傷、その他やむを得ない事由により修学資金の返 

還が困難であると認められるとき。 

 

１１ 返還の免除 

  次に該当する場合は、修学資金の返還を全額または一部免除することができます

ので、希望する場合は、関係書類を添えて「返還免除申請書（様式第 12 号）」及び

「介護等業務従事期間証明書（様式第 2７号）」を提出して下さい。 

 （１）借受者が、当該養成施設等を卒業後 1 年以内（※１）に社会福祉士の登録を

行い、宮城県内で別紙１の介護・相談援助等の業務に就き、引き続き５年間

（※２）その業務に従事した場合。 



6 

   ※１について 

   ・国家試験に合格できなかった場合には、本人の申請（様式第 29 号）に基づ 

き次年度の国家試験を受験する意思があると会長が認めた場合、養成施設等

を卒業した年度の翌年度の国家試験に合格した日から１年以内となります。 

   ・社会福祉士の資格取得者が、養成施設等卒業後１年以内に社会福祉士以外の

職種に採用された場合であって、社会福祉士の職に就くことを希望している

場合は、卒業した日から２年以内となります。 

   ※２について 

   ・令和４年度以前の決定者に関しては、【過疎地域のみ】 

    過疎地域自立促進特別措置法第２条第１項及び第 33 条に規定する過疎地域

において返還免除対象業務に従事した場合又は中高年離職者が返還免除対象

業務に従事した場合は、３年間となります。 

   ・令和５年度以降の決定者に関しては、【過疎地域、離島及び中山間地域等】 

    厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（平成 21 年 3 月 13 日厚生労働

省告示第 83 号）第 2 号に規定する区域おいて返還免除対象業務に従事した

場合又は中高年離職者が返還免除対象業務に従事した場合は、３年間となり

ます。 

 （２）借受者が、上記の期間中に業務上の事由により死亡し、又は業務に起因する 

心身の故障のため業務を継続することができなくなった場合 

 （３）借受者が、貸付を受けた期間以上、宮城県内で介護・相談援助等の業務に従 

事したとき。（一部免除） 

 （４）借受者が、死亡し、又は障害により貸付を受けた修学資金を返還することが 

できなくなった場合（相続人又は連帯保証人へ請求を行っても返還が困難で

あるなど、真にやむを得ない場合に限る。） 

 

１２ 届出の義務 

 （１）借受者は、次のいずれかに該当するときは、届け出が必要です。 

    ①養成施設等を卒業したとき。卒業届（様式第１６号） 

    ②資格を取得したとき。資格取得届（様式第１７号） 

    ③貸付辞退、休学、復学、退学、又は停学その他の処分を受けたとき。貸付

停止・再開・辞退届（様式第１８号） 

    ④借受者又は連帯保証人が住所又は氏名を変更したとき。異動届（様式第 

１９号） 

    ⑤業務を産休、病休等で一時中断したとき。休業届（様式第２２号） 

 （２）借受者は、毎年 4 月 1 日現在の就業状況について 4 月末日までに報告が必要

です。就業状況報告書（様式第２０号） 

 （３）連帯保証人は、借受者が死亡又は心身の故障が生じた場合には届出が必要で

す。異動届（様式第１９号） 

 （４）借受者は、業務に従事したときは、その日から 7 日以内に届出が必要です。

業務従事届（様式第２３号） 

 （５）借受者は、業務従事先を変更し、引き続き介護・相談援助業務等に従事する

場合は業務従事先変更届（様式第２４号）の提出が必要です。 

 （６）業務に従事しなくなった場合は、業務廃止届（様式第２５号）及び介護等業

務従事期間証明書（様式第２７号）の提出が必要です。 
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別表１ 

宮城県内の養成施設 

社会福祉士

養成施設 
仙台医療福祉専門学校 

社会福祉士養成通信課程 

社会福祉士短期養成通信課程 

   ※県外の養成施設で該当する施設もありますのでお問合せ下さい。 

 

 

 

 

Ⅱ 手続きに必要な提出書類一覧 

 
１ 借入申込時 

事  項 提出書類（※印は添付書類） 提出先 

借入の申請をす

るとき 

申請書（様式第１号） 

申請者（養成施設）

→県社協 

推薦書（様式第２号） 

個人情報取扱同意書（様式第３１号） 

申請者及び連帯保証人の世帯全員の記載の

ある住民票（※記載事項に省略のないもの、

マイナンバーは不要） 

入学時に４５歳以上で、かつ離職して2年以

内の場合は、離職証明書等 

貸付決定を受け

たとき 

借用証書兼誓約書（様式第６号） 

貸付決定者（養成施

設）→県社協 

貸付決定者及び連帯保証人の印鑑登録証明

書（未成年の貸付決定者除く） 

銀行口座振込依頼書（様式第７号） 

 ※振込口座通帳表紙及び表紙裏のコピー。

または、口座番号連絡書。（金融機関名・

支店名・支店番号・口座番号・口座名義

人記載・ヨミガナが判明できるもの） 

 

 

 ２ 就学時 

事  項 提出書類（※印は添付書類） 提出先 

借入者及び連帯

保証人の住所、氏

名等変更したと

き 

異動届（様式第19号） 

※住所を変更した場合には、記載事項に 

本籍、続柄の記載された住民票（マイナン

バーは不要） 

※氏名が変更となった場合には、戸籍謄本 

借受者（養成施設）

→県社協 

休学・停学・留年

等が発生したと

き 

貸付停止・再開・辞退届（様式第１８号） 

 ※貸付を停止 

借受者（養成施設）

→県社協 

復学したとき 
貸付停止・再開・辞退届（様式第１８号） 

 ※貸付を再開 

借受者（養成施設）

→県社協 
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退学したとき 

貸付を辞退する

とき 

貸付を解除する

とき 

貸付停止・再開・辞退届（様式第１８号） 
借受者（養成施設）

→県社協 

他の養成施設等

へ進学したとき、

または卒業が延

期となったとき 

在学証明書等事由を証明できる書類 借受者→県社協 

 

 

３ 卒業後 

事  項 提出書類（※印は添付書類） 提出先 

卒業したとき 卒業届（様式第１６号） 
借受者（養成施設）

→県社協 

資格取得したと

き 

資格取得届（様式第１７号） 

 ※資格登録証のコピー 
借受者→県社協 

介護・相談援助等

の業務に従事し

たとき 

業務従事届（様式第２３号） 

 ※雇用契約書、又は辞令のコピー 
借受者→県社協 

返還猶予の申請

を行うとき 

（卒業後1年以内

の就職活動中も

含む） 

返還猶予申請書（様式第１１号） 

 ※在学証明書、り災証明書、医師の診断書

等、事由を証明できる書類 

借受者→県社協 

継続して業務に

従事していると

き（毎年4月1日

現在） 

就業状況報告書（様式第２０号） 

（免除になるまでの毎年４月末日までに 

提出） 

借受者（勤務先） 

→県社協 

やむを得ない理

由により、業務を

中断したとき 

休業届（様式第２２号） 

 ※休業を証明できる書類 

借受者（勤務先） 

→県社協 

住所・氏名等に変

更が生じたとき 

（借受者・連帯保

証人） 

異動届（様式第１９号） 

※住所を変更した場合には、記載事項に 

本籍、続柄の記載された住民票（マイナン

バーは不要） 

※氏名が変更となった場合には、戸籍謄本 

借受者→県社協 

国家試験に合格

できなかったが、

次年度受験する

意思があるとき 

国家試験再受験申請書（様式第２９号） 借受者→県社協 

同一法人・会社内

で人事異動があ

り、これまでの業

業務従事先変更届（様式第２４号） 

 ※異動後の業務先ならびに職種に従事す

ることが証明できる書類 

借受者→県社協 
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務先ならびに職

種に変更があっ

たとき 

連帯保証人を変

更するとき 
連帯保証人異動申請書（様式第８号） 

借受者（連帯保証

人）→県社協 

退職したとき 

 

Q&A をご覧いただくとともに、退職された

際には、速やかな御連絡をお願いします。 
借受者→県社協 

貸付金の返還免

除を申請すると

き 

返還免除申請書（様式第１２号） 借受者→県社協 

介護等業務従事期間証明書（様式第２７号） 
借受者（勤務先） 

→県社協 

 

Ⅲ 社会福祉士修学資金貸付制度に関するＱ＆Ａ 
 

 

 Ｑ１ 貸付申請をする場合の手続きはどのようにすれば良いでしょうか。       

 

答 養成施設等に入学後、養成施設等に申し出て、申請に必要な書類を受け取ってくだ

さい。「借入申請書（様式第１号）」に必要事項を記入し、借入申込者及び連帯保証人

の住民票（記載事項に省略のないもの、マイナンバーは不要）、中高年離職者（入学時

に４５歳以上の者であって離職して２年以内の者）の場合は離職証明書等を添付し、

養成施設等に提出してください。養成施設等において全員の書類を集めた上で「推薦

書（様式第２号の１）」を作成していただき、宮城県社会福祉協議会まで提出していた

だくことになります。 

 

 Ｑ２ 養成施設等を休学、停学した場合は、どうなりますか。            

 

答 養成校等に在学している限り、猶予期間として取り扱いますので、返還の必要はあ

りません。この場合、「貸付停止・再開・辞退届（様式第１８号）」を宮城県社会福祉

協議会へ提出してください。ただし、休学、又は停学期間中の修学資金の貸付は行い

ません。 

 

 Ｑ３ 退学した場合はどうなりますか。                      

 

答 修学資金の貸付を停止し、貸し付けた金額を原則一括（分納の申出があった場合は

月賦又は半年賦）で返還していただきます。この場合、「貸付停止・再開・辞退届（様

式第１８号）」を宮城県社会福祉協議会へ提出してください。なお、退学決定日の属す

る月以降の期間分の貸付金をすでに受けている場合は、該当期間分の貸付金は一括で

返還していただきます。 

 

 Ｑ４ 養成施設等を卒業しました。どのような手続きが必要ですか。         

 

答 養成施設を卒業後は、貸付金の返還が開始されますが、社会福祉士の資格を取得（登

録）し、宮城県内において社会福祉士として規定業務に従事した場合は、以下の手続

きを行うことにより返還猶予が可能です。 

１ 卒業の報告 
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  養成施設等を経由して「卒業届（様式第１６号）」を宮城県社会福祉協議会へ提出し

てください。 

２ 資格取得の報告 

  社会福祉士の登録を行い、社会福祉士登録証の写しを添付して「資格取得届（様式

第１７号）」を宮城県社会福祉協議会へ提出してください。 

３ 業務従事の報告 

  規定業務に従事したときは、辞令等の写しを添付して「業務従事届（様式第２３号）」

を宮城県社会福祉協議会へ提出してください。 

４ 就業状況の報告（返還免除が決定されるまで毎年報告） 

  規定業務に従事している期間は返還猶予となりますので、毎年４月１日現在の「就

業状況報告書（様式第２０号）」を４月３０日までに宮城県社会福祉協議会へ提出して

ください。（規定業務に従事した初年度は除く） 

５ 卒業後１年以内に、病気やその他やむを得ない事由により規定の業務に従事しなか

った場合は、「業務従事延期届（様式第２１号）」を速やかに宮城県社会福祉協議会へ

提出してください。 

 

 Ｑ５ 養成施設等を卒業後、さらに別の学校等に進学する場合は、どうなりますか。  

 

答 養成施設等を卒業後さらに他種の養成施設等（社会福祉士指定養成施設等卒業者の

場合は介護福祉士指定養成施設等であること。）において修学する場合は、「返還猶予

申請書（様式第１１号）」を提出し、返還の猶予を受けることができます。 

  また、養成施設等以外の学校等に進学した場合も、「返還猶予申請書（様式第１１

号）」を提出し、在学中は返還の猶予を受けることができます。 

  なお、卒業後規定業務に従事しなかった場合は、返還していただくことになります。 

ｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂ 

 

 

 

００００００００００００００００００００００００００００００００００００００ 

答 養成施設を卒業した日から１年を経過した時点で、規定する業務に従事できなかっ

た場合は、返還の義務が発生します。ただし、規定業務に従事する意思があるにもか

かわらず、業務に従事できなかったことについて、災害、疾病等特別な事情があると

認められる場合は、その間の返還を猶予することができます。猶予を受ける場合は、

「返還猶予申請書（様式第１１号）」に特別の事情を説明できる書面（診断書等）を添

えて提出して下さい。 

  なお、１年以内に規定の事業所等に採用されたが、規定の業務以外の職種に従事し

ている場合は、「返還猶予申請書（様式第１１号）」を提出し、会長が規定業務に従事

する意思があると認めた場合に限り、さらに１年間返還を猶予することができます。 

ｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘｘ 

 

 

 

ｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖｖ 

答 離職された場合は、「業務廃止届（様式第 25 号）」に「介護等業務従事期間証明書

（様式第 27 号）」を添付して提出してください。また、規定する業務に再就職が決ま

り、就業した場合「業務従事届（様式第 23 号）」に新たな勤務先が作成した雇用契約

Ｑ６ 卒業後、社会福祉士の資格を取得しましたが、規定の業務に従事できなかった 

場合は？ 

Ｑ７ 従事していた施設を退職しました。他施設で規定業務に従事する予定ですが、

まだ決まっていません。どのような手続きが必要ですか。 
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書等の写しを添付して、速やかに提出してください。 

なお、退職してから再度規定する業務に就業するまでの間（１か月以上となる場合）

は貸付金の返還義務が生じます。 

ｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂｂ 

 

 

 

ｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃｃ 

答 再就職するまでの間が１か月以内の場合は「業務従事先変更届（様式第 24号）」に

「介護等業務従事期間証明書（様式第 27 号）」と新たな勤務先が作成した雇用契約書

等の写しを添付して提出してください。 

 

 

 

 

ｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔｔ 

答 規定業務に従事しなくなった場合は、貸付金を返還しなければなりません。なお、

規定業務への従事期間が５年間を満たさず退職した場合であっても、貸付を受けた期

間以上に規定業務に従事した場合は、返還債務の一部が免除になる場合があります。 

ｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇ 

 

 

 

ｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙ 

答 従事した期間に休職等がなく、５年間継続して規定業務に従事した場合、返還が免

除されます。「介護福祉士等修学資金返還免除申請書（様式１２号）」に事業所が証明

する「介護等業務従事期間証明書（様式２７号）」を添えて提出してください。 

  なお、５年の間に複数の事業所で勤務した場合は、事業所毎の業務従事期間証明書

が必要となります。 

ｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋｋ 

 

 

 

ｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇｇ 

答 死亡した場合は除票(又は死亡診断書の写し)を添付し、異動届（様式第１９号）を提

出してください。死亡又は心身の故障により業務に従事できなくなった原因について、

業務上の事由であれば返還が免除され、それ以外の事由であれば返還の義務が生じま

す。 

ｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙｙ 

 

 

 

ｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒｒ 

 

答 別紙：【宮城県社会福祉協議会 貸付事業「過疎地域、離島、中山間地域等（県内）」

一覧】を参考にしてください。 

Ｑ９ 施設に従事していた期間が５年になる前に退職し、規定の業務以外の仕事につ

いた場合は、どのようになりますか。 

Ｑ11 卒業後、借受人が死亡した場合、又は心身の故障のため業務に従事できなく 

なった場合はどのようになりますか。 

Ｑ12. 介護福祉士修学資金等貸付制度実施要綱第 12の１の（１）に規定する「過疎

地域、離島及び中山間地域等」とは、宮城県内のどの地域が該当しますか。（令

和５年度以降の決定者が対象） 

Ｑ10 施設に５年間従事しました。返還免除になるためには、どのような手続きが 

必要ですか。 

Ｑ８ 従事していた施設を退職し、翌月から別の福祉施設で働き始めましたが、どの

ような手続きが必要ですか。 
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  令和４年度以前の決定者は「過疎地域」のみの対象となります。 

 下表の地域が過疎地域のみとなります（令和５年４月現在）。 ※次ページへ続く。 

広域圏 市町村名 地  域  名 

仙南 七ヶ宿町 七ヶ宿町全域 

川崎町 川崎町全域 

丸森町 丸森町全域 

仙台 

都市圏 

山元町 山元町全域 

松島町 松島町全域 

大郷町 大郷町全域 

大崎 大崎市 旧岩出山町、旧鳴子町、旧田尻町の区域のみ 

加美町 加美町全域 

涌谷町 涌谷町全域 

美里町 旧南郷町の区域のみ 

栗原 栗原市 栗原市全域 

登米 登米市 旧登米町、旧東和町、旧津山町、旧米山町、旧石越町の

区域のみ 

石巻 石巻市 旧河北町、旧雄勝町、旧北上町、旧牡鹿町、旧桃生町の

区域のみ 

東松島市 旧鳴瀬町の区域のみ 

気仙沼・

本吉 

気仙沼市 気仙沼市全域 

南三陸町 南三陸町全域 
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※県外の介護事業所等又は指定施設以外に勤務した場合は返還手続きが必要ですので県社協まで

ご連絡ください。また、ご不明な点や相談がある場合もご連絡ください。 

 

 

 

 

翌年以降 

＜注意＞ 

1.届け出事項を変更した場合は、異動届（様式第 19号)を１か月以内に提出すること 

2.就業先を変更した場合は、業務従事先変更届（様式第 24号）と雇用契約書等を提出すること 

3.病気、産休育休等のため離職した場合は、県社協まで御連絡ください。 

 

Ⅳ 宮城県社会福祉協議会社会福祉士修学資金貸付フロー図 

⑤ 試験に合格し社会福祉士

として登録後、県内の介護

事業所等で社会福祉士等と

して就業 
 

＜申請者提出書類＞ 
1.借用証書兼誓約書（様式第６号） 
2.申請者、及び連帯保証人の印鑑証明書（未成年者を除く） 
3.銀行口座振込依頼書（様式第７号）、振込口座通帳の写し ③ 修学資金の貸付 

【県社協 ⇒ 申請者】 

＜申請者提出書類＞ 

1.業務従事届（様式第 23号）＜雇用契約書・採用辞令等の写し添付＞ 

2.資格取得届（様式第 17号）＜介護福祉士資格者証の写し添付＞ 
 

② 修学資金の貸付決定 

【県社協 ⇒ 申請者】 

・就業状況報告書（様式第 20号）  
【返還免除が決定するまで毎年４月末日までに提出】 

①  修学資金の貸付申請 

【申請者 ⇒ 養成校 ⇒ 県社協】 

＜申請者提出書類＞ 
1.介護福祉士等修学資金借入申請書（様式第１号の１） 
2.養成施設の長の推薦書（様式第２号の１) 
3.申請者及び連帯保証人の世帯全員の記載のある住民票（本籍・

続柄記載のもの、マイナンバーは不要） 
4.個人情報の取扱同意書（様式第３１号） 

5.雇用保険被保険者離職証明書等（中高年離職者のみ該当） 

 

〇貸付期間未満で退職の場合 

➡貸付金の全額返還 

・返還計画変更申請書（様式第 13号）※申請時と変更がある場合 

・返還届兼返還計画書（様式第 23号） 

〇貸付期間以上従事して退職の場合 

 ➡貸付金の返還と一部免除 

 ・返還免除申請書（様式第 12号） 

 ・返還計画変更申請書（様式第 13号）※申請時と変更がある場合 

 ・返還届兼返還計画書（様式第 23号） 

＜提出書類＞ 

・返還免除申請書(様式第 12号) 

・業務従事期間証明書（様式第 27号）

ご不明な点は随時お問い合わせくださ

い 
 

途中退学 

＜申請者提出書類＞ 
1.貸付停止・再開・辞退届（様式第 18号） 
2.返還計画変更申請書（様式第 13号）※申請時と変更のある場合 

④ 卒 業 

【申請者又は学校 ⇒ 県社協】 

貸付辞退 

＜提出書類＞ 

1.卒業届（様式第 16号） 

⑥ ５年間就業 

（貸付金の返還全額免除） 

  【申請者 ⇒ 県社協】 

途中退職 
・業務廃止届（様式第 25号）  
・介護等業務従事期間証明書（様式第 27号） 

⇓ ※従事期間確認後 
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別紙１ 

社会福祉士修学資金貸付事業における返還免除対象業務 

 

１ 宮城県内で以下の施設、職種で業務に従事 

 （１）昭和６３年２月１２日社庶第２９号社会局長・児童家庭局長連盟通知「指定

施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格に係る介護等の業

務の範囲等について」の別添１に定める職種の業務 

     例：知的障害児施設の児童指導員、老人デイサービスセンターの生活相談

員、市町村社会福祉協議会の福祉活動専門員 等 

 （２）昭和６３年２月１２日社庶第２９号社会局長・児童家庭局長連盟通知「指定

施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格に係る介護等の業

務の範囲等について」の別添２に定める職種の業務 

     例：特別養護老人ホームの介護職員、身体障害者更生施設の介護職員、 

指定居宅サービスの訪問介護員 等 

 （３）昭和６３年２月１２日社庶第２９号社会局長・児童家庭局長連盟通知「指定

施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格に係る介護等の業

務の範囲等について」に定める当該施設の長の業務 

 

２ 全国の区域で以下の施設において業務に従事 

 （１）国立障害者リハビリテーションセンター 

 （２）国立児童自立支援施設等 

    ※国立高度専門医療研究センター又は独立行政法人国立病院機構の設置する

医療機関であって児童福祉法(昭和 22 年法律第 164 号)第 27 条第 2 項の

委託を受けた施設、医療型障害児入所施設「整肢療護園」、「むらさき愛育

園」及び独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する

施設を含む。 
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別添１         指定施設における業務の範囲等  

 

※この表は便宜上一覧表にしたもので詳細は通知を確認して下さい。  

 

１  福祉に関する相談援助業務の範囲  
区分 施設種別等 職種又は業務 

1-(1) 保健所 

精神障害者に関する相談援助業務を行っている精神保健福

祉相談員 

精神保健福祉士 

精神科ソーシャルワーカー 

1-（2） 児童相談所 

児童福祉司 

受付相談員 

相談員 

電話相談員 

児童心理司 

児童指導員 

保育士 

1-（3） 母子生活支援施設 

母子支援員、  

少年を指導する職員 

個別対応職員 

1-（4） 児童養護施設 

児童指導員 

保育士 

個別対応職員 

家庭支援専門相談員 

職業指導員 

里親支援専門相談員 

1-（5） 
障害児入所施設 

児童発達支援センター 

児童指導員 

保育士 

児童発達支援管理責任者 

心理指導担当職員 

 

1-（6） 
児童心理治療施設 

児童指導員 

保育士 

個別対応職員 

家庭支援専門相談員 

1-（7） 児童自立支援施設 

児童自立支援専門員 

児童生活支援員 

個別対応職員 

家庭支援専門相談員 

職業指導員 

1-（8） 児童家庭支援センター 
児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第 88 条の 3 第 1

項に規定する職員 

1-（9） 
障害児通所支援事業の施設(児童発達支援セ

ンターを除く) 

児童指導員 

保育士 

障害福祉サービス経験者 

児童発達支援管理責任者 

機能訓練担当職員（心理指導担当職員に限る） 

訪問支援員（保育士、児童指導員、心理指導担当職員に限る） 

指定通所基準に規定する指導員 

1-（10） 障害児相談支援事業の施設 相談支援専門員 
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区分 施設種別等 職種又は業務 

1-（11） 病院及び診療所 

退院後生活環境相談員 

次のアからエまでの相談援助業務を行っている職員 

ア 患者の経済的問題の解決、調整に係る相談援助 

イ 患者が抱える心理的・社会的問題の解決、調整に係る

相談援助 

ウ 患者の社会復帰に係る相談援助 

エ 以上の相談援助業務を行うための地域における保健医

療福祉の関係機関、関係職種等との連携等の活動 

1-（12） 身体障害者更生相談所 

身体障害者福祉司 

心理判定員 

職能判定員 

ケース・ワーカー 

1-（13） 身体障害者福祉センター 身体障害者に関する相談に応ずる職員 

1-（14） 精神保健福祉センター 

精神障害者に関する相談援助業務を行っている精神保健福

祉相談員 

精神保健福祉士 

精神科ソーシャルワーカー 

1-（15） 救護施設及び更生施設 生活指導員 

1-（16） 福祉に関する事務所(福祉事務所) 

指導監督を行う所員(査察指導員) 

身体障害者福祉司 

知的障害者福祉司 

社会福祉主事(老人福祉指導主事) 

現業を行う所員(現業員) 

家庭児童福祉の業務に従事する社会福祉主事(家庭児童福

祉主事) 

家庭児童福祉に関する相談指導業務に従事する職員(家庭

相談員) 

面接相談員 

婦人相談員 

母子・父子自立支援員 

就労支援事業に従事する就労支援員 

被保護者就労支援事業に従事する就労支援員 

1-（17） 婦人相談所 

相談指導員 

判定員 

婦人相談員 

1-（18） 婦人保護施設 入所者を指導する職員 

1-（19） 知的障害者更生相談所 

知的障害者福祉司 

心理判定員 

職能判定員 

ケース・ワーカー 

1-（20） 

養護老人ホーム 生活相談員 

特別養護老人ホーム 生活相談員 

軽費老人ホーム 
主任生活相談員、生活相談員、利用者の生活、身上に関する

相談、助言を行う職員及び日常生活の世話を行う職員 

老人福祉センター 相談・指導を行う職員 

老人短期入所施設 生活相談員 

老人デイサービスセンター 生活相談員 

指定介護予防サービス事業 生活相談員 

指定密着型介護予防サービス事業 生活相談員 

老人介護支援センター 相談援助業務を行っている職員 

1-（21） 母子・父子福祉センター 母子及び父子の相談を行う職員 

1-（22） 

介護保険施設（介護老人福祉施設・介護老人

保健施設・介護医療院） 

生活相談員 

支援相談員 

介護支援専門員 

指定介護療養型医療施設 
介護支援専門員 

生活相談員 

1-（23） 地域包括支援センター 包括的支援事業に係る業務を行う職員 
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区分 施設種別等 職種又は業務 

1-（24） 障害者支援施設 

生活支援員 

就労支援員 

サービス管理責任者 

1-（25） 地域活動支援センター 指導員 

1-（26） 福祉ホーム 管理人 

1-（27） 障害福祉サービス事業 

生活支援員 

就労支援員 

サービス管理責任者 

就労定着支援員 

地域生活支援員 

1-（28） 一般相談支援事業を行う施設 相談支援専門員 

1-（29） 特定相談支援事業を行う施設 相談支援専門員 

 

２  施設及び当該施設において福祉に関する相談援助の実務経験を有すると認めら  

  れる職種の範囲  

区分 施設種別等 職種又は業務 

2-（1） 
生活保護法に規定する授産施設 

指導員 
宿所提供施設 

2-（2） 児童福祉法に規定する乳児院 

児童指導員 

保育士 

個別対応職員 

家庭支援専門相談員 

里親支援専門相談員 

2-（3） 老人福祉法に規定する有料老人ホーム 生活相談員 

2-（4） 

指定特定施設入居者生活介護施設 

生活相談員及び計画作成担当者 指定地域密着型特定施設入居者生活介護施設 

指定介護予防特定施設入居者生活介護施設 

2-（5） 
身体障害者更生援護施設 生活支援員 

身体障害者福祉工場 指導員 

2-（6） 精神障害者社会復帰施設 

精神保健福祉士 

精神障害者社会復帰指導員 

管理人 

2-（7） 知的障害者援護施設 生活支援員 

2-（8） 高齢者総合相談センター 相談援助業務を行っている相談員 

2-（9） 隣保館 相談援助業務を行っている指導職員 

2-（10） 都道府県社会福祉協議会 日常生活自立支援事業を行っている専門員 

2-（11） 市(特別区を含む。)町村社会福祉協議会 

福祉活動専門員その他相談援助業務(主と

して高齢者、身体障害者、知的障害者、精

神障害者、児童その他の要援護者に対する

ものに限る。)を行っている職員 

2-（12） 
改正前の障害者自立支援法に規定する児童デイサービス事業

を行っている施設 
相談援助業務を行っている職員 

2-（13） 児童福祉法に基づく指定発達支援医療機関 
児童指導員 

保育士 

2-（14） 知的障害者総合施設のぞみの園 
相談援助業務を行っている指導員およびケ

ース・ワーカー 

2-（15） 
知的障害者福祉工場設置運営要綱に基づく知的障害者福祉工

場 
相談援助業務を行っている指導員 

2-（16） 刑事施設、少年院及び少年鑑別所 
刑務官、法務教官、法務技官(心理)及び福

祉専門官 

2-（17） 
更生保護法に規定する地方更生保護委員会 

保護観察官 
保護観察所 

2-（18） 更生保護事業法施行規則に規定する更生保護施設 補導主任 
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区分 施設種別等 職種又は業務 

補導員 

2-（19） 労働者災害補償保険法に基づき設置された労災特別介護施設 相談援助業務を行っている指導員 

2-（20） 
心身障害児総合通園センター設置運営要綱に基づく心身障害

児総合通園センター 
相談援助業務を行っている職員 

2-（21） 

児童福祉法に規定する児童自立生活援助事業を行っている施

設 

 

相談援助業務を行っている指導員 

2-（22） 

 

子育て短期支援

事業を行ってい

る 

児童養護施設 

相談援助業務を行っている職員 
母子生活支援施設 

乳児院 

保育所等 

2-（23） 
母子家庭等就業・自立支援センター事業 

相談援助業務を行っている相談員 
一般市等就業・自立支援事業を行っている施設 

2-（24） 地域子育て支援拠点事業を行っている施設 相談援助業務を行っている職員 

2-（25） 
利用者支援事業実施要綱に定める「利用者支援事業」を行って

いる施設 
相談援助業務を行っている職員 

2-（26） 「母子・父子自立支援プログラク策定事業」を行っている施設 母子・父子自立支援プログラム策定員 

2-（27） 
ひとり親家庭への総合的な支援のための相談窓口強化事業実

施要綱に基づく就業支援専門員配置等事業を行っている施設 
就業支援専門員 

2-（28） 重症心身障害児(者)通園事業を行っている施設 
児童指導員 

保育士 

2-（29） 点字図書館及び聴覚障害者情報提供施設 相談援助業務を行っている職員 

2-（30） 障害者総合支援法に規定する共同生活介護を行う施設 相談援助業務を行っている職員 

2-（31） 
障害者総合支援法に規定する短期入所、重度障害者等包括支

援、共同生活援助を行う施設 
相談援助業務を行っている職員 

2-（32） 
知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲ろうあ児施設及び肢

体不自由児施設 

児童指導員 

保育士 

2-（33） 重症心身障害児施設 

児童指導員 

保育士 

心理指導を担当する職員 

2-（34） 廃止前の障害者自立支援法に基づく指定相談支援の事業 相談支援専門員 

2-（35） 
地域生活支援事業実施要綱に基づく「身体障害者自立支援」を

行っている施設 
相談援助業務を行っている職員 

2-（36） 
地域生活支援事業実施要綱に基づく「日中一時支援」「障害者

相談支援事業」「障害児等療育支援事業」を行っている施設 
相談援助業務を行っている職員 

2-（37） 精神障害者地域移行支援特別対策事業を行っている施設 
地域体制整備コーディネーター 

地域移行推進員 

2-（38） 精神障害者地域移行・地域定着支援事業を行っている施設 
地域体制整備コーディネーター 

地域移行推進員 

2-（39） 精神障害者アウトリーチ推進事業を行っている施設 相談援助業務を行っている職員 

2-（40） 

地域移行・地域生活支援事業実施要綱に基づく「アウトリーチ

事業」を行っている施設 
相談援助業務を行っている職員 

地域生活支援促進事業実施要綱に基づく「アウトリーチ支援

に係る事業」を行っている施設 

2-（41） 

指定居宅サービス（指定通所介護）施設 

生活相談員 

基準該当居宅サービス（通所介護）施設 

指定地域密着型サービス(地域密着型通所介護)施設 

指定介護予防サービス(指定介護予防通所介護)施設 

基準該当介護予防サービス(介護予防通所介護)施設 

指定短期入所生活介護施設 

基準該当居宅サービス(短期入所生活介護)施設 

指定介護予防短期入所生活介護 

基準該当介護予防サービス(介護予防短期入所生活介護)施設 

第一号通所事業を行う施設 

2-（42） 

指定通所リハビリテーション施設 

支援相談員 指定介護予防通所リハビリテーション施設 

指定短期入所療養介護施設 
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区分 施設種別等 職種又は業務 

指定介護予防短期入所療養介護施設 

2-（43） 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を行う施設 オペレーター 

2-（44） 指定夜間対応型訪問介護を行う施設 オペレーションセンター従業者 

2-（45） 
指定認知症対応型通所介護を行う施設 

生活相談員 
指定介護予防認知症対応型通所介護を行う施設 

2-（46） 

指定小規模多機能型居宅介護を行う施設 

介護支援専門員 

指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行う施設 

指定認知症対応型共同生活介護を行う施設 

指定介護予防認知症対応型共同生活介護を行う施設 

指定複合型サービスを行う施設を行う施設 

2-（47） 指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行う施設 
生活相談員 

介護支援専門員 

2-（48） 居宅介護支援事業を行っている事業所 介護支援専門員 

2-（49） 
介護予防支援事業所 

担当職員 
第一号介護予防支援事業を行っている事業所 

2-（50） 
生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）運営事業を行って

いる生活支援ハウス 
生活援助員 

2-（51） 

高齢者の安心な住まいの確保に資する事業を行っている高齢

者世話付住宅（シルバーハウジング）、多くの高齢者が居住す

る集合住宅等 

相談援助業務を行っている生活援助員 

2-（52） 
高齢者の居住の安定確保に関する法律に規定するサービス付

き高齢者向け住宅 
相談援助業務を行っている職員 

2-（53） 地域福祉センター 相談援助業務を行っている職員 

2-（54） 
自立支援プログラム策定実施推進事業実施要領に規定する就

労支援事業を行っている事業所 
就労支援員 

2-（55） 
ひきこもり対策推進事業実施要領に基づくひきこもり地域支

援センター 
ひきこもり支援コーディネーター 

2-（56） 
地域生活定着促進事業実施要領に基づく地域生活定着支援セ

ンター 
相談援助業務を行っている職員 

2-（57） 
社会的包摂・「絆」再生事業実施要領に基づくホームレス総合

相談推進業務を行っている事業所 
相談援助業務を行っている相談員 

2-（58） 
社会的包摂・「絆」再生事業実施要領に基づくホームレス自立

支援センター 
生活相談指導員 

2-（59） 
東日本大震災の被災者に対する相談援助業務を実施する事業

所 
相談援助業務を行っている職員 

2-（60） 熊本地震の被災者に対する相談援助業務を実施する事業所 相談援助業務を行っている職員 

2-（61） 

自立相談支援モデル事業運営要領に基づく自立相談支援機関 
主任相談支援員 

相談支援員 

就労支援員 

家計相談支援員 

家計相談支援モデル事業運営要領に規定する家計相談支援モ

デル事業を行っている事業所 

2-（62） 

生活困窮者自立支援法に規定する生活困窮者自立相談支援事

業を行っている自立相談支援機関 

主任相談支援員 

相談支援員 

就労支援相談員 

家計改善支援員 

生活困窮者自立支援法に規定する生活困窮者家計改善支援事

業を行っている事業所 

2-（63） 
生活保護法に規定する被保護者就労支援事業を行っている事

業所 
就労支援員 

2-（64） 発達障害者支援センター 
相談支援を担当する職員 

就労支援を担当する職員 

2-（65） 
障害者の雇用の促進等に関する法律に規定する広域障害者職

業センター 
障害者職業カウンセラー 

2-（66） 
障害者の雇用の促進等に関する法律に規定する地域障害者職

業センター 

障害者職業カウンセラー 

職場適応援助者 

2-（67） 
障害者雇用納付金制度に基づく第１号職場適応援助者助成金

受給資格認定法人 

第１号職場適応援助者養成研修を修了した

職員でジョブコーチ支援を行っている者 

2-（68） 
改正前の障害者の雇用の促進等に関する法律に規定する障害

者雇用支援センター 

雇用の促進等に関する法律第２８条第１

号、第２号及び第７号に規定する業務を行

う職員 
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区分 施設種別等 職種又は業務 

2-（69） 
雇用保険二事業助成金制度に基づく障害者雇用安定助成金の

うち訪問型職場適応援助に係る受給資格認定法人 

訪問型職場適応援助者養成研修を修了した

職員でジョブコーチ支援を行っている者 

 

2-（70） 
障害者の雇用の促進等に関する法律に規定する障害者就業・

生活支援センター 

主任就業支援担当者 

就業支援担当者 

生活支援担当職員 

2-（71） 職業安定法に規定する公共職業安定所  
精神障害者雇用トータルサポーター、 

発達障害者雇用トータルサポーター 

2-（72） 
スクールソーシャルワーカー活用事業実施要領に基づく教育

機関 
スクールソーシャルワーカー 

2-（73） 
難病の患者に対する医療等に関する法律に規定する難病相談

支援センター 
難病相談支援員 

2-（74） 高次脳機能障害の拠点となる機関 支援コーディネーター 

2-（75） 
上記に定める以外の施設で福祉に関する相談援助を行う施設

として厚生労働大臣が個別に認めた施設 

福祉に関する相談援助業務を行っている相

談員 
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別添２  

介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等  

1 介護等の業務の範囲  

区分 施設種別等 施設又は業務 

1-（1） 

障害児通所支援事業を行う施設、児童発達

支援センター及び障害児入所施設（旧法の

知的障害児施設、知的障害児通園施設、盲

ろうあ児施設、肢体不自由児施設及び重症

心身障害児施設含む） 

入所者の保護に直接従事する職員(職業指導員、

心理指導担当職員、作業療法士、理学療法士、聴

能訓練担当職員及び言語機能訓練担当職員並び

に医師、看護師その他医療法に規定する病院とし

て必要な職員を除く。) 

1-（2） 

旧身体障害者福祉法に規定する身体障害者

更生施設 

主たる業務が介護等であるもの 
旧身体障害者福祉法に規定する身体障害者

療護施設及び身体障害者授産施設 

障害者総合支援法に規定する地域活動支援

センター又は障害者支援施設 

1-（3） 
生活保護法に規定する救護施設及び更生施

設 
介護職員 

 

1-（4） 

 

老人福祉法に規定する老人デイサービスセ

ンター 介護職員 
老人短期入所施設及び特別養護老人ホーム 

1-（5） 
障害福祉サービス事業のうち共同生活介護

を行う事業者 
主たる業務が介護等の業務である者 

 

1-（6） 

 

障害福祉サービス事業のうち居宅介護、重

度訪問介護、同行援護、行動援護、療養介

護、生活介護、短期入所、重度障害者等包

括支援、自立訓練、就労移行支援、就労継

続支援、重度障害者等包括支援若しくは共

同生活援助又は療養介護を行う事業者 

主たる業務が介護等の業務である者 

1-（7） 児童デイサービスを行っている事業所 主たる業務が介護等の業務である者 

1-（8） 
指定訪問介護 

訪問介護員等 
指定介護予防訪問介護又は第一号訪問事業 

1-（9） 

指定通所介護若しくは指定介護予防通所介

護若しくは指定短期入所生活介護若しくは

指定介護予防短期入所生活介護又は第一号

通所事業を行う施設 

介護職員 

1-（10） 
指定訪問入浴介護又は指定介護予防訪問入

浴介護 
介護職員 

1-（11） 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 訪問介護員等 

1-（12） 指定夜間対応型訪問介護 訪問介護員 

1-（13） 
指定認知症対応型通所介護又は指定介護予

防認知症対応型通所介護を行う施設 
介護職員 

1-（14） 
指定小規模多機能型居宅介護又は指定介護

予防小規模多機能型居宅介護を行う施設 
介護従業者 

1-（15） 
指定認知症対応型共同生活介護又は指定介

護予防認知症対応型共同生活介護 
介護従業者 

1-（16） 指定看護小規模多機能型居宅介護 介護従業者 

1-（17） 

指定通所リハビリテーション若しくは指定

介護予防通所リハビリテーション又は指定

短期入所療養介護若しくは指定介護予防短

期入所療養介護を行う施設 

介護職員 
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区分 施設種別等 施設又は業務 

1-（18） 

指定特定施設入居者生活介護、指定地域密

着型特定施設入居者生活介護又は指定介護

予防特定施設入居者生活介護を行う施設 

介護職員 

1-（19） 
指定介護老人保健施設又は指定地域密着型

介護老人保健施設 
介護職員 

1-（20） 
養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び有料

老人ホーム並びに介護老人保健施設 

入所者のうちに身体上又は精神上の障害がある

ことにより日常生活を営むのに支障がある者を

含むものの職員のうち、その主たる業務が介護等

の業務である者 

1-（21） サービス付き高齢者向け住宅 主たる業務が介護等の業務である者 

1-（22） 指定介護療養型医療施設の病棟又は診療所 主たる業務が介護等の業務である者 

1-（23） 介護医療院における介護職員等 主たる業務が介護等の業務である者 

1-（24） 
老人医科診療報酬点数表において定められ

た病棟等のうち介護力を強化したもの 

看護の補助の業務に従事する者で主たる業務が

介護等の業務である者 

1-（25） 病院又は診療所 主たる業務が介護等の業務であるもの 

1-（26） ハンセン病療養所 主たる業務が介護等の業務であるもの 

1-（27） 個人の家庭において就業する家政婦 主たる業務が介護等の業務であるもの 

1-（28） 労災特別介護施設 介護職員 

1-（29） 

重症心身障害児(者)通園事業実施要綱に基

づく「重症心身障害児(者)通園事業」を行

っている施設 

入所者の保護に直接従事する職員 

1-（30） 

在宅重度障害者通所援護事業実施要綱に基

づく「在宅重度障害者通所援護事業」を行

っている施設 

主たる業務が介護等の業務である者 

1-（31） 

知的障害者通所援護事業実施要綱に基づく

「知的障害者通所援護事業」を行っている

施設 

主たる業務が介護等の業務である者 

1-（32） 

地域生活支援事業実施要綱に基づく「身体

障害者自立支援」｛生活サポート｝を行っ

ている施設 

主たる業務が介護等の業務である者 

1-（33） 

「移動支援」「日中一時支援」を行ってい

る施設又は「盲ろう者向け通訳・介助員派

遣事業」を行っている施設 

主たる業務が介護等の業務である者及び「訪問入

浴サービス」の介護職員 

1-（34） 
地域福祉センター設置運営要綱に基づく地

域福祉センターの職員 
主たる業務が介護等の業務である者 

1-（35） 原子爆弾被爆者養護ホーム 介護職員 

1-（36） 

原子爆弾被爆者デイサービス事業」又は「原

子爆弾被爆者養護ホームにおける原子爆弾

被爆者ショートステイ事業を行っている施

設 

介護職員 

1-（37） 
原爆被爆者家庭奉仕員派遣事業運営要綱に

基づく「原爆被爆者家庭奉仕員派遣事業」 
原爆被爆者家庭奉仕員 

1-（38） 
介護等の便宜を供する事業を行う者に使用

される者 
主たる業務が介護等の業務である者 

 

 

 


